
第１編　平成１９年度決算の概要
Ⅰ　概　況
　本書に収録した平成１９年度決算における市町村数、一部事務組合数、財産区数、公営事業会計数及びこれらに係る決算規模は次のとおりである。
団体（会計）数及び決算規模の状況
	団体（会計）区分
	団体（会計）数
	平成19年度歳入歳出決算額

	
	18年度
	19年度
	歳　　　入
	歳　　　出

	１　普通会計
 (1)市町村
 (2)一部事務組合
 (3)財産区
２　公営事業会計
 (1)収益事業会計
 (2)国民健康保険事業会計
   (ｱ)事業勘定
   (ｲ)直診勘定
 (3)老人保健医療事業会計
 (4)介護保険事業会計
   (ｱ)保険事業勘定
   (ｲ)介護サービス事業勘定
 (5)交通災害共済事業会計
	60
28
82
1

60
15

60
60
20
1
	60
28
85
1
60
15
60
60
19
1
	787,836,494
54,055,119
1,055,910
22,175,880
215,207,500
2,030,816
195,206,303
115,687,203
222,447
422,005
	765,359,946
52,329,254
600,970
21,965,017
207,777,995
1,942,066
194,813,423
113,226,307
204,489
387,852


　（注）財産区数には、平成１９年度の決算統計の対象とならなかったもの（21団体）を含む
Ⅱ　平成１９年度市町村普通会計決算の概要
１　決算規模
　　県内市町村の普通会計決算額は、次のとおりである。
　　　　歳　入　7,878億3,649万4千円　（前年度　7,718億6,010万6千円）
　　　　歳　出　7,653億5,994万6千円　（前年度　7,485億3,598万2千円）
これを前年度と比べると、歳入が159億7,638万8千円、2.1%増、歳出が168億2,396万4千円、2.2%増となり、ともに前年度より増加している。増減率においても前年度に比べると、歳入では4.0ポイント、歳出でも4.0ポイント上回っており、歳入歳出決算額は、平成11年度以降8年ぶりに増加している。
決算額の増減率は、市部が歳入2.5%増、歳出2.7%増、町村部が歳入1.1%増、歳出1.0%増となっている。

また、平成18年度の数値について、平成20年3月31日現在の団体数に合わせるため、合併のあった団体については、各団体の値を合算し合併後の団体として計上している。これ以下も同様である。
なお、決算規模及びその増減率の推移は、第１表及び第２表のとおりである。
２　決算収支

歳入歳出差引額（形式収支）は、市町村計で224億7,654万8千円の黒字となっている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部は156億1,278万3千円の黒字（前年度167億3,225万7千円の黒字）、町村部は68億6,376万5千円の黒字（前年度65億9,186万7千円の黒字）となっており、昨年度に引き続き全団体が黒字となっている。
（１）実質収支
実質収支（歳入歳出差引額から明許繰越等のため翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額）は、市町村計で196億5,576万4千円の黒字（前年度214億8,322万9千円の黒字）となっている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部は136億6,907万7千円の黒字（前年度151億6,519万1千円の黒字）、町村部は59億8,668万7千円の黒字（前年度63億1,803万8千円の黒字）であり、黒字額は市部・町村部共に前年度より減少している。なお、実質収支でも昨年度に引き続き全団体が黒字となっている。
また、標準財政規模（地方公共団体の一般財源の標準規模）に対する実質収支額の割合（実質収支比率）は、4.0%（60市町村の単純平均）となり、前年度から0.9ポイント低下した。実質収支比率については、一般的に3%～5%程度が望ましいとされており、団体の規模や当該年度の経済状況等によって一概には言えないものの、ほぼ適正な範囲内にあると考えられる。

（２）単年度収支及び実質単年度収支
単年度収支（当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、市町村計で18億3,912万5千円の赤字（前年度10億8,311万8千円の黒字）となった。これを市部及び町村部に分けてみると、市部は15億587万3千円の赤字（前年度4億3,981万1千円の黒字）で、町村部は3億3,325万2千円の赤字（前年度6億4,330万7千円の黒字）となっている。なお、単年度収支の赤字団体は、市部は6団体、町村部は28団体となっている。
また、実質単年度収支（単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金からの取り崩し額を差し引いた額）は、市町村計で49億4,097万8千円の赤字（前年度27億9,768万9千円の赤字）となっている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部は55億5,595万2千円の赤字（前年度44億2,410万2千円の赤字）、町村部は6億1,497万4千円の黒字（前年度16億2,641万3千円の黒字）となっている。市部が赤字となったのは、人件費、扶助費、公債費など義務的経費が伸びた一方、地方交付税など一般財源が減少したことなどによるものと考えられる。実質単年度収支の赤字団体は、市部で8団体、町村部で23団体となっている。
なお、実質収支等の決算収支の推移は第３表及び第１図のとおりである。
３　歳入
歳入総額は、7,878億3,649万4千円で、前年度（7,718億6,010万6千円）に比べて、159億7,638万8千円、2.1%の増となり、前年度の増減率（1.9%減）より4.0ポイント上回った。
　　歳入の主なものは、
	　　　地　方　税
　　　地方交付税
　　　国庫支出金
　　　地　方　債
	2,794億　337万1千円1,833億5,193万8千円

661億4,667万1千円

719億5,842万6千円
	（構成比35.5%、対前年度増減率 　 9.1%）
（構成比23.3%、対前年度増減率 △ 2.8%）
（構成比 8.4%、対前年度増減率 　 8.3%）
（構成比 9.1%、対前年度増減率 　 5.6%）


となっており、これらの4科目で歳入総額の76.3%を占めている。
また、対前年度増減率の大きい科目は、増加科目では、寄附金が52.9%、利子割交付金が30.8%、配当割交付金が27.0%などとなっている。一方、減少科目では、地方特例交付金等が△70.0%、地方譲与税が△53.4%、株式等譲渡所得割交付金が△16.5%などとなっている。
なお、歳入決算額の構成比の推移は第２図のとおりである。

（１）地方税
地方税の決算額は2,794億337万1千円で、前年度（2,561億8,115万円）と比べて232億2,222万1千円、9.1%の増となっている。増減率は、前年度（0.6%増）より8.5ポイント上回っており、地方財政計画における地方税の増減率（15.7％増）との比較では6.6ポイント下回っている。

また、歳入総額に占める割合は、前年度の33.2%から35.5%へと増加している。
地方税のうち主要税目である市町村民税及び固定資産税の対前年度増減率をみると、市町村民税のうち個人分は、均等割が2.4%増（前年度15.8%増）、所得割は28.6%増（前年度8.8%増）となっている。法人分については、均等割が0.5%増（前年度1.2%増）、法人税割は企業業績が好調を維持しているため18.5%増（前年度13.5%増）となっている。また、固定資産税は純固定資産税が0.8%増（前年度4.6%減）、交付金が38.4%増（前年度4.7%減）、納付金が2.5%減（前年度11.8%減）となり、全体では1.1%増（前年度4.6%減）となり、増減率では前年度を5.7ポイント上回っている。
次に、目的税では、入湯税が1.5%減（前年度3.6%増）、事業所税が3.9%増（前年度1.3%増）、都市計画税は1.1%増（前年度4.8%減）となり、全体では1.7%増（前年度2.7%減）、増減率では前年度を4.4ポイント上回っている。
税目毎の構成比では、固定資産税48.0%（前年度51.8%）、市町村民税40.4%（前年度35.5%）、目的税5.5%（前年度5.9%）の順になっている。
また、地方税全体の徴収率は市町村の滞納整理などの徴収努力により、対前年度比0.6ポイント増の91.7%（現年度分97.9%、滞納繰越分15.1%）となっている。
なお、税目毎の構成比は第３図のとおりである。

（２）地方交付税
地方交付税の決算額は1,833億5,193万8千円で、前年度（1,885億6,356万2千円）と比べて52億1,162万4千円、2.8%の減（前年度2.6%減）となっている。
これを普通交付税と特別交付税に分けてみると、普通交付税は1,648億528万3千円で、前年度（1,697億1,830万5千円）と比べて49億1,302万2千円、2.9%の減。特別交付税は185億4,665万5千円で、前年度（188億4,525万7千円）と比べて2億9,860万2千円、1.6%の減となっている。

また、地方交付税を市部及び町村部に分けてみると、市部で4.1%減、町村部で0.7%減となっている。なお、地方交付税総額に占める割合は市部が60.1%、町村部が39.9%となっている。
なお、普通交付税の不交付団体は、西郷村、広野町、楢葉町、大熊町の４団体となっている。
（３）国庫支出金
国庫支出金の決算額は661億4,667万1千円となっており、前年度（610億7,894万1千円）に比べて50億6,773万円、8.3%増加している。
国庫支出金の主な内訳をみると、普通建設事業費支出金は134億9,043万2千円で、前年度（142億4,070万3千円）に比べて7億5,027万1千円、5.3%の減少、生活保護費負担金は151億4,326万4千円で、前年度（152億7,658万4千円）に比べて1億3,332万円、0.9%の減少、その他の国庫支出金（支援費支出金等）は210億4,840万5千円で、前年度（227億9,041万円）に比べて17億4,200万5千円、7.6％の減少となっているが、地方道路整備臨時交付金の増加（64億5,966万9千円）等により全体として増加となっている。
（４）県支出金
県支出金の決算額は396億2,514万円で、前年度（354億5,413万5千円）と比べると41億7,100万5千円、11.8％増加している。
県支出金の内訳では、国庫財源を伴い県の予算を通じて市町村に支出される間接補助金が58.6%（前年度57.4%）を占め、県の単独施策によるものは41.4%（前年度42.6%）となっている。
また、間接補助金の対象事業別構成比では、その他の県支出金が38.9%（前年度60.9%）と最も多く、続いて普通建設事業費支出金の13.8%（前年度19.4%）、児童手当交付金の13.6%（平成19年度より追加）が上位となっている。

（５）地方債
地方債の決算額は719億5,842万6千円で、前年度（681億3,261万7千円）に比べると38億2,580万9千円、5.6%増加した。
主な内訳では、臨時財政対策債が214億3,924万7千円（地方債発行額の29.8%）と最も多く、続いて一般単独事業債211億4,482万円（同29.4%）、教育・福祉施設等整備事業債98億3,280万円（同13.7%）、過疎対策事業債37億452万6千円（同5.1%）、退職手当債28億2,870万円（同3,9%）、一般公共事業債22億7,550万円（同3.2%）の順になっている。
この結果、地方債依存度（地方債の歳入総額に占める割合）は9.1%となり、前年度（8.8%）より0.3ポイント上回ることとなった。

（６）歳入の構造
以上の結果、一般財源（地方税・地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・地方消費税交付金・ゴルフ場利用税交付金・自動車取得税交付金、地方特例交付金及び地方交付税の合計）は、歳入総額の増加率2.1%増（前年度1.9%減）を下回る0.2%減（前年度0.4%増）となっている。
また、歳入総額に占める一般財源の割合は64.0%となり、前年度（65.5%）よりも1.5ポイント下回っている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部では62.9%と前年度（64.8%）よりも1.9ポイント、町村部では66.7%と前年度（67.0%）よりも0.3ポイント下回っている。
なお、一般財源に臨時財政対策債発行額を加えると、歳入総額に占める割合は66.7％となり、前年度（68.5％）を1.8ポイント下回る結果となった。これを市部及び町村部別に見ると、市部では65.5％と前年度（67.7％）を2.2ポイント下回り、町村部では69.9％で前年度（70.6％）を0.7ポイント下回っている。
歳入を自主財源（地方税、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金及び諸収入の合計）と依存財源に分けた場合、自主財源の歳入総額に占める割合は48.9%となり、前年度（46.3%）よりも2.6ポイント上回っている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部では51.6%と前年度（49.3%）を2.3ポイント上回り、結果として自主財源が依存財源をわずかではあるが上回る状況となっている。町村部では、自主財源が41.7%と前年度（38.7%）よりも3.0ポイント増加している。しかし、依然として自主財源基盤（特に地方税）の脆弱さが現れている。
なお、一般財源及び自主財源の状況は第４表及び第４図のとおりである。
４　歳出
　　歳出総額は7,653億5,994万6千円で、前年度（7,485億3,598万2千円）に比べて168億2,396万4千円、2.2%の増加となり、前年度の増減率（1.8%減）より4.0ポイント上回った。
（１）性質別歳出の状況
歳出のうち、義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計）は、3,401億3,453万1千円で、前年度（3,314億5,835万8千円）と比べると86億7,617万3千円、2.6%増加しており、前年度の増減率（0.8%増）を1.8ポイント上回った。これは人件費で前年度比0.6％増、扶助費で前年度比6.9%増、公債費で前年度比2.3%増となったためである。
なお、義務的経費の歳出総額に占める割合は44.4%と前年度（44.3%）よりも0.1ポイント上回っている。
投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費の合計）は1,191億3,181万6千円で、前年度（1,187億2,721万7千円）に比べると4億459万9千円、0.3%増となっている。これは、前年度に比べて災害復旧事業費が9.5%増（3億8,679万6千円の増）となったためである。
なお、投資的経費の歳出総額に占める割合は15.6%と前年度（15.9%）よりも0.3ポイント下回っており、前年度に引き続き義務的経費の構成比（44.4%）を大きく下回っている。
義務的経費及び投資的経費を除くその他の経費では、区分順に、物件費が988億9,682万2千円で前年度（966億981万7千円）に比べると22億8,700万5千円の2.4%増、維持補修費が112億4,115万3千円で前年度（112億4,262万2千円）に比べると146万9千円のわずかな減、補助費等が742億1,418万9千円で前年度（756億9,567万5千円）に比べると14億8,148万6千円の2.0%減、積立金が211億9,191万6千円で前年度（193億5,231万6千円）に比べると18億3,960万円の9.5%増、投資及び出資金が60億6,582万2千円で前年度（33億8,987万6千円）と比べると26億7,594万6千円の78.9%増、貸付金が118億3,249万9千円で前年度（103億7,036万1千円）に比べると14億6,213万8千円の14.1%増、繰出金が826億5,119万8千円で前年度（816億8,974万円）に比べると9億6,145万8千円の1.2%増、前年度繰上充用金が前年度同様0千円となっている。
なお、性質別歳出決算額構成比の状況は第５図、義務的経費及び投資的経費の状況は第５表及び第６図のとおりである。
　ア　人件費
人件費の決算額は、1,500億7,705万5千円で、前年度（1,491億6,162万5千円）に比べると9億1,543万5千円、0.6%増加している。これは、集中改革プラン等における定員管理及び給与の適正化などによって、職員給が減少したものの、退職手当が増加したことによって全体としては増加となったためである。また、人件費の歳出総額に占める割合は19.6%と前年度（19.9%）よりも0.3ポイント下回っている。
人件費の内訳は、職員給が1,011億5,922万6千円（人件費に占める割合は67.4%）、地方公務員共済組合等負担金184億1,862万4千円（同12.3%）、退職金が183億6,477万7千円（同12.2%）等となっている。
　イ　扶助費
扶助費の決算額は842億45万6千円で、前年度（787億7,414万2千円）と比べると54億2,631万4千円、6.9%増加しており、前年度の増減率（5.8%増）を1.1ポイント上回っている。これは、児童手当の制度拡充による増加などによるものである。
扶助費の98.1%は民生費が占めているが、その内訳は児童福祉費が404億6,807万8千円（扶助費に占める割合は48.1%）、生活保護費が202億5,508万2千円（同24.1%）、社会福祉費が189億9,357万円（同22.6%）と、この３科目で扶助費全体の94.7%となっている。
　ウ　公債費
公債費の決算額は1,058億5,702万円で、前年度（1,035億2,259万1千円）に比べると23億3,442万9千円、2.3%の増となっており、前年度（1.3%増）の増減率を1.0ポイント上回っている。
公債費の歳出総額に占める割合は、前年度同様13.8%となっている。
公債費の内訳は、地方債元金償還金が878億4,769万6千円（公債費に占める割合は83.0%）、地方債利子が179億8,828万4千円（同17.0%）、一時借入金利子が2,104万円（同0.0%）となっている。
公債費に充当された財源の内訳をみると、一般財源等が1,016億9,954万8千円で財源全体の96.1%（前年度は96.2%）と大部分を占めており、特定財源の中では使用料・手数料が32億6,774万4千円（公債費に占める割合は3.1%）となっている。
　エ　普通建設事業費と災害復旧事業費
普通建設事業費の決算額は1,146億7,306万7千円で、前年度（1,146億5,526万4千円）と比べると1,780万3千円、わずかな増加（0.0%）となっている。増減率は、前年度（3.9%減）と比べ3.9ポイント上回っているが、依然厳しい財政状況である。
また、普通建設事業費の歳出総額に占める割合は15.0%と前年度の15.3%と比べ0.3ポイント下回っている。このうち補助事業費は363億4,548千9千円で、前年度（345億3,727万6千円）と比べると18億821万3千円、5.2%増加し、単独事業は727億5,592万9千円で、前年度（737億8,168万3千円）と比べると10億2,575万4千円、1.4%減少している。これを市部及び町村部で分けてみると、市部では補助事業費が12.1%増、単独事業費が4.8%減となっている。また、町村部では補助事業費が10.9%減、単独事業費が7.2%増となっている。
なお、普通建設事業費における補助事業費の割合は31.7%（前年度30.1%）、単独事業費の割合は63.4%（前年度64.4%）となっており、昭和56年度以降27年連続して単独事業費が補助事業費を上回っている。
災害復旧事業費の決算額は、44億5,874万9千円で、前年度（40億7,195万3千円）と比べると3億8,679万6千円、9.5%の増加となり、市部では25.0%、町村部はわずかに増加している。
　オ　その他の経費
物件費は、2.4%の増（前年度3.7%減）となっており、内訳では交際費が6.2%減、旅費が4.7%減、需用費が1.5%減と減少しているものの、委託費が5.4%増、賃金が5.3%増、役務費が2.6%増と全体として増加となっている。また、補助費等は2.0%減（前年度4.3%増）、積立金は9.5%増（前年度31.6%減）、投資及び出資金は、78.9%増（前年度11.7%減）、繰出金は前年度より若干増加して1.2%増（前年度1.7%増）となっている。
なお、義務的経費及び投資的経費を除いたその他の経費の増減率は2.6%増となっており、前年度（3.9%減）を6.5ポイント上回っている。また、歳出総額に占める割合は40.0%で、前年度（39.9%）を0.1ポイント上回っている。
（２）目的別歳出の状況
　　　歳出の主な目的別内訳をみると、構成比の高い順から、
	　　　民生費　1,764億1,487万3千円
　　　総務費　1,167億4,245万7千円

公債費　1,058億5,881万円
　　　土木費　　972億3,041万2千円

教育費　  912億　548万4千円
　　　衛生費    703億2,660万円
	（構成比 23.0%、対前年度増減率 　 5.1%）
（構成比 15.3%、対前年度増減率 　 7.9%）

（構成比 13.8%、対前年度増減率 　 2.3%）
（構成比 12.7%、対前年度増減率 ▲ 1.7%）

（構成比 11.9%、対前年度増減率 ▲ 4.3%）
（構成比  9.2%、対前年度増減率 　 1.8%）


であり、民生費が前年度に引き続きトップとなった。
増減額で増加した主な科目は、民生費が1,764億1,487万3千円、前年度（1,679億481万円）に比べて85億1,006万3千円の増、総務費が1,167億4,245万7千円、前年度（1,082億809万9千円）に比べて85億3,435万8千円の増、衛生費が703億2,660万円、前年度（690億8,014万7千円）に比べて12億4,645万3千円の増、公債費が1,058億5,881万円、前年度（1,035億2,280万6千円）に比べて23億3,600万4千円の増加となっている。一方、減少した主な科目は、教育費が912億548万4千円、前年度(952億5,414万8千円)に比べて40億4,866万4千円の減、農林水産費が352億7,511万8千円、前年度（375億7,470万2千円）に比べて22億9,958万4千円の減、土木費が972億3,041万2千円、前年度（989億1,534万4千円）に比べて16億8,493万2千円の減少となっている。
なお、目的別歳出決算額構成比の状況は、第７図のとおりである。
（３）財政指標（経常収支比率等）
財政構造の弾力性を示す指標とされている経常収支比率（減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を地方税収入などと同様に経常的な一般財源等とする。）は87.3%となり、前年度（86.6%）を0.7ポイント上回った。また、その内訳（構成比）をみると、人件費分27.7%（前年度28.3%）、公債費分20.1%（前年度20.1%）となっており、経常経費充当一般財源等全体からみても52.3%と大きな割合を占めている。
一方、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた場合の経常収支比率は91.8%となり、前年度（91.7%）を0.1ポイント上回った。その内訳（構成比）をみると、人件費分29.1%（前年度30.0%）、公債費分21.2%（前年度21.3%）となっている。
起債制限比率（3ｶ年平均）は10.3%で、前年度（10.5%）を0.2ポイント下回った。
平成18年度の地方債協議制移行に伴い公債費による財政負担の程度を客観的に示す新たな指標として導入された実質公債費比率（3ヵ年平均）は15.8%で、全国加重平均を3.5ポイント上回っている。地方債の発行に際し、知事の許可が必要となる実質公債費比率が18%以上の団体は6市16町村となっている。
その他、地方債現在高倍率（地方債現在高の標準財政規模に対する割合）は186.9%で、前年度（190.5%）を3.6ポイント下回っている。
また、積立金現在高比率（積立金現在高の標準財政規模に対する割合）は35.9%で、前年度（37.2%）を1.3ポイント下回っている。
主な財政指標の傾向をみると、起債制限比率は10%前後で推移しているものの、経常収支比率（減収補てん債特例分（平成18年度までは減税補てん債）、臨時税収補てん債及び臨時財政対策債を一般財源に含む）については、平成3年度以降上昇傾向となっている。
なお、経常収支比率、公債費比率、起債制限比率及び実質公債費比率の推移は第６表のとおりである。
    ※１　平成13年度決算から経常収支比率の算出方法が変わり、分母の経常一般財源等に「減収補てん債特例分（平成18年度までは減税補てん債）」及び「臨時財政対策債」を加えている。また併せて「減収補てん債特例分（平成18年度までは減税補てん債）」及び「臨時財政対策債」を経常一般財源等から除いた経常収支比率も算出している。
　　※２　地方公共団体の財政の健全化に関する法律による健全化判断比率の考え方との整合性をとるため、平成19年度決算統計から臨時財政対策債発行可能額を加えた数値としている。
５　将来にわたる財政負担
（１）地方債現在高
平成19年度末の地方債現在高は8,853億5,848万8千円で、前年度末現在高（9,012億4,775万8千円）よりも158億8,927万円、1.8%の減少となっている。平成19年度に新たに借り入れた金額は719億5,842万6千円（前年度681億3,261万7千円）で5.6%増となっており、平成19年度に償還した元金償還額は878億4,769万6千円（前年度843億4,716万7千円、4.2%増）となっている。
地方債現在高の増加額をみると、臨時財政対策債が158億1,782万3千円増と最も大きく、続いて合併特例事業債が110億3,126万5千円増、一般補助施設整備等事業債が43億3,959万2千円増、退職手当債が28億2,870万円増などとなっている。
地方債現在高の増加率を見ると、退職手当債が1,786.9%増、一般補助施設整備等事業債が169.1%増、施設整備事業債（一般財源化分）が127.9%増、合併特例事業債が98.2%増などとなっている。
また、地方債現在高の構成比をみると、一般単独事業債が30.5%と最も大きく、次に臨時財政対策債が20.4%、教育・福祉施設等整備事業債が12.1%、一般公共事業債が5.7%、減税補てん債が5.5%と続いている。

（２）債務負担行為額
債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は1,271億1,559万9千円で、前年度（1,429億236万3千円）と比べると、157億8,676万4千円、11.0%減少している。
目的別にみると、物件の購入等に係るものが371億4,791万8千円（構成比29.2%）、その他が896億9,245万4千円（同70.6%）となっている。また、物件の購入等に係るものの内訳は、建造物の購入に係るものが180億7,600万5千円（構成比14.2%）、土地の購入に係るものが157億1,496万6千円（同12.4%）、製造・工事の請負に係るものが30億8,621万2千円（同2.4%）等となっている。なお、「その他」の内容は農林水産業や商工業等への利子補給に係るものなどである。
過去に設定した債務負担行為に基づく平成19年度の支出額は278億3,234万2千円で、前年度（262億5,310万6千円）と比べると、15億7,923万6千円、6.0%増加しており、これは歳出総額の3.6%（前年度3.5%）を占めている。その財源内訳をみると、一般財源等が194億2,942万6千円（構成比69.8%）で最も大きく、次いで地方債が49億2,650万円（同17.7%）、国・県支出金が8億9,704万5千円（同3.2%）と続いている。
（３）積立金現在高
平成19年度末の積立金現在高は1,701億4,869万円で、前年度末（1,759億8,621万4千円）と比べると、58億3,752万4千円、3.3%減少している。その内訳をみると、年度間の財源調整を行うために積み立てる財政調整基金が604億243万8千円（構成比35.5%）で、前年度末（631億5,741万3千円）と比べると、27億5,497万5千円、4.4%の減少、将来の地方債の償還に充てるために積み立てる減債基金が117億6,690万4千円（構成比6.9%）で、前年度末（126億6,916万円）と比べると、9億225万6千円、7.1%の減少、公共施設建設等の特定目的に充てるために積み立てるその他特定目的基金が979億7,934万8千円（構成比57.6%）で、前年度末（1,001億5,964万1千円）と比べると、21億8,029万3千円、2.2%の減少となっている。
（４）将来にわたる財政負担
地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加えた額を標準財政規模で除した割合（債務比率）は、前年度（220.7%）を7.0ポイント下回る213.7%となっている。
また、地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金（財政調整基金及び減債基金）現在高を差し引いた実質的な県内市町村の将来の財政負担は、平成19年度末で9,403億474万5千円、前年度末（9,683億2,355万1千円）と比べると280億1,880万6千円、2.9%減少している。なお、この額は平成19年度歳入総額の119.4%に相当し、前年度（125.5%）よりは6.1ポイント下回っている。
６　むすび
平成19年度の県内市町村の財政状況（普通会計）は以上のとおりであり、財政的に極めて厳しい状況にあるが、その一方で、住民に最も身近で総合的な行政サービスを提供する地方公共団体の果たすべき役割はますます増大してきている。また、第二期地方分権改革の議論の中で、地方公共団体はこれまで以上に地域の個性や魅力を活かした特色ある地域づくりを自主的・主体的に進めていくことが求められている。
こうした中、地方行政が住民の負託に十分に応えるためには、
　①　地方税等自主財源の充実確保に努めるとともに、分担金、負担金、使用料、手数料の受益者負担　　の適正化を図る等、長期的かつ安定的な財源の確保を図ること。
　②　事務事業の積極的な見直しを実施し、行財政の簡素合理化と経費の節減に努め、行政運営の効率　　化を図ること。
　③　各種事業の実施に当たっては、中長期的な視点に立ち、市町村振興計画や財政計画等に基づいて　　計画的な執行に努めること。
　④　少子・高齢化、国際化、情報化等社会経済情勢の変化に対応し、新たな行政課題や住民の多様な　　ニーズに即応した施策を、総合的・機能的に展開できるよう組織・機構の見直しを図ること。
　⑤　財政構造が悪化している又は悪化の兆しのある団体については、財政の健全化に向けた計画の策定・見直しを行うなど、公営企業や第三セクター等を含めた財政構造の早期健全化を図り、新たな地方債借入や債務負担行為の設定を抑制すること。
などに特に留意することが必要である。

さらに、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）」（平成18年8月31日付け事務次官通知）により、国の資産・債務改革の具体的内容、手順及び実施時期も参考にしつつ、未利用財産の売却促進や資産の有効利用等を内容とする資産・債務改革の方向性と具体的な施策を３年以内（平成21年度）に策定することが要請されており、そのためには、資産台帳の整備が不可欠であり、財務書類４表の作成を契機にそれを進めることは実務的に意味があります。財務書類４表の整備については、市については平成21年度、町村は、平成23年度までに取り組むことが要請されているところでありますが、健全化判断比率の公表とあわせてできる限り速やかに整備を図り、住民等に分かりやすい財政情報の開示を進めることが望まれます。
9

